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沖縄の経済統計*

高 橋 良 宣 料

戦後の展開 る。それは， 1951年5月の「布令第44号(臨

戦後， 1950年になって，沖縄ではじめての 時中央政府統計局)Jによって，臨時中央政

統計調査がお ζなわれた。これは， I臨時国 府のなかに行政主席統計局が設置されてから

勢調査」で「琉球列島米国民政府布令第25す である。そして，その後，行政組織のなかで

〔琉球列島の国勢調査)Jによって， 沖縄， 統計行政の整備，統合がおこなわれた針。 ζ 

奄美大島，宮古，八重山のそれぞれの群島政 れは，琉球政府になってからもおこなわれれ

府1) によって，この年の12月1日にお ζなわ ているの。 1954年9月14日に「統計法J (立

れたのである。 そして， 1951年2月には， 法第43号〕が制定されベ 10月26日には「統

「布令第 39号(琉球列島の農業センサス)J 計法施行規則J(規則第75号〉が制定された。

によって，農業センサスがおこなわれた。 ζれらは，現在まで施行されている。 そし

しかし，統計調査が，行政組織のなかに〈 て， 1956年には統計審議会が設置され，統計

みこまれるのは，これよりい〈らかあとであ の基本的な事項について，行政主席の諮問に

* 表題についての作業は，昭和44年度より鹿児島経済大学地域経済研究所で同名のユニツ

トによってお ζなっているものである。これについては，琉球政府統計庁をはじめ多くの

方にご協力をいただき， 感謝する。 なお， あたりまえの ζ とであるが， もし誤りがあれ

ば，その責任は報告者にある。

* * たかはし よしのぶ鹿児島経済大学助教授。いわゆる沖縄地域は， 1946年1月29日， GHQ覚書によって，北緯30度以南の行政分離

がおこなわれた。これによって，この地域にふくまれるi中縄，奄美大島，宮古，八重山の

それぞれの群島には，住民の臨時民政府が設立された。その後， 1951年4月に臨時中央政

府が発足した。その後， 1952年2月に「琉球政府の設立J (布令 130号)が公布され， ζ

れにより， 4月に琉球政府が発足するとともに，それぞれの群島政府は解消した。またこ

れらの地域のなかで， 1953年12月に奄美群島だけが日本に復帰した。これから後の沖縄地
域が，戦前に沖縄県とよばれていた地域とひとしい地域である。

2) 1952年 1月1日には，琉球農林省調査局を臨時中央行政主席統計局に移管。 1月31日に

は，それぞれの群島政府の統計事務を臨時中央政府行政主席統計局に移管っ 4月1rJ，琉

球政府の創立により，臨時中央政府行政主席統計局は，琉球政府行政主席統計局となる)

3) 1953年4月1日，行政主席統音十局は，統計部となる。 1957年7月1日，企両統計局が設
置されて，統計部は，ここに吸収される。 1961年7月31日，計画局統計庁となる。 1965年

7月，企l同局統計庁となり，現在にいたる。現在，統計庁は，総務課，統計基!f;課，統計

調査課，分析普及諜，製表課にわかれており，定員は 480名である。また，沖縄北部，中

縄中部，沖縄南部，宮古，八重山の 5地方に，統計調査事務所がある。

事 ζれまでの「統計法jは， 1951年12月29日に制定された立法第 13号による。 1954年の

「統計法」は， 1951年の立法第13号の改正によるものである。
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応じるようになった。

戦後の沖縄の経済統計調査は，終戦直後に

緊急処理が必要であった食糧需給の状況を把

復するために，まず農業生産についての調査

からはじまったへこれが. 1950年の「農村

賃金調査J6) であり. 1951年の「農業センサ

ス」であるが，さらに，この年には「消費者

価格調査J I小売物価調査J I労働力調査」

がおこなわれるようになり. 1952年には， ζ

れに「人口動態調査」古代わわった。 1953年

には， ζれまでの「消費者価格調査」が「消

費実態調査」となり. 1954年からは「農業経

済調査J I消費者物価指数」がだされるよう

になる。 1955年には，これまでのものに，さ

らに「農業生産調査J I工業生産調査」がく

わわり，また「臨時国勢調査」がおこなわれ

ている。 1956年には， さらに「世帯経済調

査J I勤労賃金調査」がはじめられた。 1957

年には「建築動態調査JI土地標本調査JI医

療保障基礎調査jがはじめられ，また「農村

賃金料金調査Jが「農村物価賃金調査リとか

わり，この年にかぎって「移民希望調査」も

おこなわれている。 1958年になって. I事業

所基本調査日がはじめられた。これは，その

たが. 1965年にはふたたびおこなわれた。こ

れは，その後. 1968年になって「主要耐久消

費財調査」としておこなわれている。また，

「医療保障基礎調査Jは1961年までつづけら

れたが，その後，一時中止され. 1964年にな

って「住民健康調査」となったが， これは

1966年までつづけられる。農業関係の統計調

査は，大きな変化をみせている。 1952年には

じめられた「農業生産見積調査」は「農業生

産調査JI土地標本調査J I農産物生産量調

査J I農業生産統計調査」などと変遷してい

るし，また，さらにこれらからいくつかの独

立した調査にもわかれていっている¥

統計庁によっておζ なわれた統計調査は，

ほぼこのように展開されてきた。そして，乙

れにくわえて「国民所得報告」が195511'ーから

琉球政府企画局によっておこなわれ. I貿易

金融統計」は1960年から金融検査庁によって

公表されるようになった。また「外国貿易月

表」は1953年から主税局によって公表されて

きてL、るへ

人口と労働力の統計

「国勢調査と臨時国勢調査」 「国

後. 3年ごとにおこなわれている また，こ 勢調査」は，センサスで1960年と 1970年に実

の年にかぎって「住宅事情調査」がおこなわ 施された。また. I臨時国勢調査Jが. 1950 

れている。 1959年にはこれまでの「勤労賃金 年. 1955年. 1965年に実施されている この

調査」が「勤労統計調査Jとかわってレる。 なかで， 1950年については米国政府の指示に

19ω年には「国勢調査」がおこなわれた。 もとずいておこなわれたが. 1955年からは日

1963年には「主要電気製品調査」がおζ なわ 本の様式に準じておこなわれた。これらは，

れた。これは， 1964年にはおこなわれなかっ いずれも，統計庁で実施されており. ~国勢

a これからあととりあげる統計調査のなかで，と〈に脚注などのないものは，統計庁(ま

たはその前身)によって調査されたものである。。これは，はじめ，当時の琉球農林省調査局で調査を実施したが， 1952年，統計局の設置
によって，統計局に移管された。

力 農業関係の統計調査の展開については. 15ベータ以降でとりあげる。

8 ここにとりあげたのは，統計庁以外のところで実施または公表されているもので主要な
ものだけである。
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調査報告』として公表されている。 指定統

計。

「人口動態調査」 ζれは，それぞれ

の市町村からの報告によって. 1952年から実

施された。ただ. 1952年から1954年までは届

出ベースによっているけれども.1955年から

は発生ベースにかわっている。これは，現在

まで統計庁で実施されており w沖縄統計月

報.!10)によって報告されている。

「筒易生命表」 これは. 1955年，

1960年.1965年と 5年間隔でおこなわれてい

る。 1970年については， まだ検討されてお

り，公表はされていない。なお. 1968年以前

までは，死亡届などの義務づけがなかったた

め， いくらかシフトしているものと思われ

る。 w筒易生命表』として統計庁より公表。

人口統計については，ほぼ連続的に作成さ

れている。戦前については w昭和15年沖縄

統計書』により. 1952年から 1954年までは

「人口動態調査」により.1955年からは.12 

月1日現在による国勢調査とこれにもとずく

推計人口にによって，おこなわれている。た

だ. 1941年から1951年までのあいだについて

は，現在のところ資料が不充分であるという

ことで公表されていない。

「労働力調査」 これは. 1951年か

ら現在まで実施されている。 このなかで，

1951年から1956年までは毎月おこない.1957 

年からは 3ヵ月ごとに実施している@また，

1967年より， この調査名を「全琉球」から

iI'中縄」に変更している。統計庁で実施さ

れ，町中縄統計月報』によって公表。目的は，

15歳以上の居住者の労働状況についての調査

である。指定統計(第11号〉。

「勤労統計調査」 これは. 1956年か

ら現在まで実施されている。期間は 3ヵ月。

1968年からは，内容を変更。目的は，常用雇

用者のいる事業所の雇用，給与状況について

の調査である。 ただし， 米国軍隊， 外国公

務，政府と家事サービス，それに家計と分離

できない第一次産業はふくまれていない。統

計庁によって実施され.w勤労統計調査報告』

として毎月刊。指定統計(第12号〉。

これらのほかに，労働関係のものとして

は. 1"労働組合基本調査」が労働局より，

1957年から現在まで年刊で，さらに「事業場

統計H職安窓口統計'J1"失対事業就労統計」

「屋外労働者賃金調査」などが労働局によっ

て実施されており，また人事委員会は「民間

給与実態調査jをおこなっている。

国民所得統計

国民所得は.1955年から報告されている。

そのなかで. 1955年と 1956年については，

『琉球の国民所得.! (国民所得叢書 No.1)

として. 1957'年に琉球政府経済企画室より，

1957年については. 1955年から 1957年まで

まとめて『琉球の国民所得.! (国民所得叢書

No.めとして. 1958年に政府企画統計局よ

り公表されている。 1958年からは企画統計局

よりひきつづいて公表されている。年刊で，

1961年より企画局が報告をおこない.1970年

度の『国民所得報告書』には. 1955年から

1970年までのものがあわせて収録されてい

9 沖縄での国勢調査は1920年より 1940年まで. 5年ごとに 5回実施されている。第 6回は

1944年に「簡単な調査」がおこなわれたが，調査結果は公表されていない。

l申統計庁が調査したものは，独立して報告書がだされるもののほかは，ほとんど統計庁の
『沖縄統計月報』によって公表されている。なお， ζの『沖縄統計月報』については，あ

とでとりあげるゆ

- 14-



るコ る12)。

日本の国民所得統計は，昭和44年に「昭和

40年基準・改訂国民所得統計」として，昭和 農業をめぐる統計

26年よりの計数を全面的に改訂したけれど 「農業センサス」 この「農業センサ

ふ沖縄では国民所得統計の作成を経済企画 ス」は， 1951年 2月に琉球農林省が実施した

庁方式でほぼ実施しているにもかかわらず， が， ζれが戦後沖縄の統計調査のはじまりで

「昭和4C年基準」にもとず〈改訂作業は，ま あるといってもよい。このセンサスは FAO

ったく実施していない。そして，経済企画庁 の 11950年世界農業センサス」の一環として

のいわゆる「新推計」と「旧推計」のギヤツ おこなわれたもので，米国民政府布告第 2号

プは，沖縄では全面的な改訂という ζ とでは (農業国勢調査Jおよび布令第37号(琉球列

なくて，問題の多い項目について，可能なか 島農業センサス〕によって実施された。その

ぎり修正を計測のたびに実施して， ζの推計 後， 1960年の国勢調査を実施するときに，

ギャップをうめようとしている。しかし，基 「人口センサス」と同時にこの「農業センサ

本的には改訂はされていない。 ス」を実施しようとして，その年には試験調

これらの主なものとしては， 1967年より， 査もおこない準備がすすめられたけれども，

「統計上の不突合」を生産所得勘定から支出 予算的な制約によって， 1960年には「農業セ

勘定にふりかえ， さらに「在庫」について ンサス」は実施されなかった。しかし， 1960 

は，調査対象として 4大倉庫しかとりあつか 年は「世界農業センサス」の年でもあり，こ

っていなかったため，これまでにも過小評価 れに関連するセンサスを実施することは必要

ではないかとされていたこともあって，これ であるという ζ とから， 1963年にはセンサス

を「在庫プラス不突合」と改訂したことがあ のための試験調査と，さらに ζれに関連して

る。また国民所得の三面については，そのそ 「農地調査」が実施された。 ミの「農地調

れぞれについて推計をしているのではなく 査」は，農業センサスのために農地の実状を

て，分配国民所得より生産国民所得，支出国 確認するためにおこなわれた。これは，土地

民所得を測定していることもあって， r雇用 台帳の全筆について，一筆ごとに現地で確認

賃金」について調整している。それは，とり をして，経営者ごとに土地の利用状況を調査

わけ米軍雇用について，米国民政府によるも したものである。そして，第 2固めの「農業

のと琉球政府によるものでは計数で25%程度 センサス」が1964年におこなわれた。また，

のギャップがL、つもあることなどもあるから 第 3固めの「農業センサスJが1971年におこ

である 11)。また，こまかいことでは，財政に なわれている。これらは，統計庁によって実

ついて決算が時期的にうま〈利用できないと 施され， Ii'農業センサス報告』として公表さ

いうことも，問題としてとりあげられてい れているが， 1971年については，また公表さ

11) たとえば， 197C年度の軍関係雇用賃金については米国民政府によれば 6億2，600万ドノレ，

琉球政府によれば 7億5，200万ドルで24.8%のギャップがある。

12> 国民所得の推計作業は11月に実施しているが，このときには，財政の「決算書」がまだ

利用できないため， r最終予算書」を利用している。 ζ の作業を11月に実施しなければな

らないのは，おなじ部局で「年次経済予測Jをおこなっており，これをうごかすことがで

きないからであるつ
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れていない。指氾統計。 調査」は指定統計でもあり，期待されたが，

農業をめぐる統計は I農業センサス」以 さとうきびやパイ γアップノレなどの急増によ

外については，きわめて大きな変化をみせて ってサンプノレがひず、みをみせたりしたため，

いる。農業関係の統計で，その主幹となるも 1963年6月でやめることになった。 ζれまで

のは生産統計であろうけれども，その変遷は は，耕地面積や農産物の生産量についての統

めまぐるしいが，これをとりあげてみよう。 計は「土地標本調査Jによって作成していた

はじめて実施されたのは「農業生産見積調 けれども，充分でな〈なり. 1961年 1月から

査J13)で1952年 3月から1955年 7月まで，こ 表式調査による「農産物生産量調査Jをはじ

れが「農業生J産調査」となって1955年8月か めた これは「土地標本調査jが実施されて

ら1957年6月まで， ζ のあと「土地標本調 ぃるあいだは，同時に調査していた。 しか

査」となって1957年 7月から1963年 6月まで し. I土地標本調査」がやめられると，これ

おこなわれている o これにかぶさるようにし も内蒋がよわくなり，一時， 1963年 3月の

て「農産物生産量調査J14)が1961年 1月から 「農地調査」によって強化したものの. 1965 

はじまり， これが 1965年 6月までつづけら 年 6月に統計職員の行政組織の地位が市町村

れ， ζのあと「農業生産統計調査」が1965年 で不安定になったこともあって，中断した。

11月からはじまり，乙れが現在までつづいて そして， あらたにこの分野の調査を企画し

いる。 て，また市町村に統計職員をあらたに配置し

これらのなかで. I農業生産見積調査」は， て， 1965年11月からはじめられたのが，現在

はじめ1952年 1月から，当時の琉球農林調査 の「農業生産統計調査Jである。この調査

局で設計されたが，これが臨時中央政府統計 は，これまでの対地調査ではなく対人調査で

局に吸収されて，そこで，この年の 3月から 実施しており. 1964年の「農業センサスJを

実施された。しかし. 3月から調査されたの 利用してはじめられた。これらは，いずれも

は沖縄本島だけで，宮古，八重山，奄美群島 統計庁でおこなわれ. i'沖楠統計月報』によ

は4月からおこなわれた。この年の 11月に って公表されている。

は，設計の一部の手直おしをおこななってい 特殊農産物についてみてみよう。さとうき

る。このときは，サンブ勺レ数をほぼ50%減少 びの生産量についての調査は，農林局でおこ

させ，調査対象農産物を全作目から主要作目 なわれている。 1962年から1965年までについ

(さとうきび，かんしょ，大豆，水稲，麦 ては『産糖実績~. 1966年と 1967年は『さと

類)に減少している。また1953年に奄美群島 うきび及び砂糖生産実績~. 1968年から 1970

が日本復帰したときにサγプノレがほぼ40%減 年までは『さとうきび・及ひ、砂糖生産i奇~.1971

少している。さらに. 1955年 8月には十ンプ 年は「さとうきび及甘しや糖実績』という表

ノレをさらにほぼ10%減少させて. I農業生産 題で公表されている。パインアッ -;fノレについ

調査」となってゆ〈。このあとの「土地標本 ては『パインアヅプノレ実態調査』が統計庁に

13) I農業生度見積調査」とこれにつらなる「農業生度調査Jをあわせて「農業生F調査」

とよばれているときもあるようである。

l争 「農産物生産量調査Jとこれにつらなる「農業生産統計調査Jをあわせて「農業生産統

計調査」とよばれているときもあるようである。
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よって， 1961年から公表されている。ただし

1969年までは『沖縄統計月報』に， 1970年に

ついては『ベインアッフ勺レ実態調査報告』に

よってである。

「農産物生産質調査」 農産物の生

産授についての調査は， 1954年からはじめら

れた「水稲生産費調査」がある。これは，は

じめ経済局で実施されたが， 1956年に統計郎

に移管された。これは，現在まで実施されて

おり， w沖縄統計月報』によって公表されて

いる。なお， 1958年度には予算の制約によっ

て実施されていない。パインアップルについ

ては， 1960年(1960/1961年期)より「ペイン

ただ「水稲生産費調査」として， 1959年から

実施されることになるのである口)。そして，

その後のベインアップノレと甘熊についての生

産費調査が実施されるが， 1962年になって，

ふたたび「農産物生産費調査」が実施される

ことになった。このとき， 1959年以降，独立

しておこなわれていた水稲， パインアッフ

ノレ， 甘東についての生産費調宣が， 乙の「農

産物生産費調査」にまとめられるよとになる

のである。しかし，それは手続きとしてまと

められているだけであって，その後も，それ

ぞれについての調査結果として公表されてい

る問。なお， 1962年からの「農産物生産費調

アップノレ生産費調査!として企画統計局では 査」は指定統計ではない。

じめられた。これは，現在まで実施されてお 「農付物価賃金調査」 これは，沖縄

り， w沖縄統計月報』によって公表されてい の統計調査のはじまりである。 1950年に「農

る。甘擦については「甘熊栽培調査」として 村賃金料金調査」として，琉球農林省調査局

経済局でおこなわれていたが， 1963年(1964/ によってはじめられた。 1952年に統計局の設

1965年期)より統計庁に移管され，そのとき l背によって統計局に移管され， 1957年に「農

から「甘熊生産費調査Jとなって「沖縄統計 村物価賃金調査」となって，現在まで実施さ

月報』に公表されている。 れている。現在お ζなわれているのは， 1968 

この農産物の生産費についての調査は，水 年 1月に改訂されたものであって， w沖縄統

稲，ベインアッフ勺レ，甘熊についておこなわ 計月報』で公表されている。

れているけれども，乙れをまとめて「農摩物 「農家経済調査J これは，日本の農

生産費調査」といっている。 1954年にはじめ 家経済調査をモテツレにして1954"十から，統計

られた「水稲生産費調査」も，公式には「農 局によってはじめられた。そして， 1957年6

度物生度費調査」による水稲の生産費の調査 月まで実施されたが，その後は，現在の「世

ということになる 151ζれは，指定統計であ 帯経済調査」に吸収された。

るが凶J，1958年で中止される。そして，その 「世帯標本調査J 1957年まで，世帯

後， I農産物生産費調在」としてではなくて， を対象としていた調室は， I消費実態調査」

15> このとき I農産物生産費調査」は「水稲生皮費調査Jだけで，それ以外の農産物の生

産費についての調査はおこなわれていない。

16) これが指定統計であったのは， 1954年から1956年までである。

1ち その調査の内容としては，これまでの「農産物生産費調査」としておこなわれていたと

きの延長としてとりあっかわれている。したがって， I農産物生E在費調査」はなくなった

けれども I水稲生皮費調査」は， 1958年をのぞいて実施されていることになる。

18) したがって， I農産物生産費調査」という調査はあるけれども，それは「水稲生法費調

査JIペインアップノレ生産費調査J I甘蔑生産費調査」として公表されている。
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「労働力調査J I人口動態調査J I建築動態

調査JI農家経済調査」などがあったけれど

も，これらを統合して， 1957年7月，企画統

計局発足とともに実施された際本調査で，

「労働力調査」と「世帯経済調査」によって

なりたっており，指定統計(第 11号〕で，

「沖縄統計月報』で公表されている。

ζのなかで「労働力調査」は，まえにとり

あげた問。 I世帯経済調査」は， 1957年から

実施され，現在までおこなわれているつ 「世

待経済調査」としては，このときからである

けれども， これは， 1954年から実施された

「農家経済調査」と， 1951年から実施れた

「消費者価絡統計調査Jと， 1953年から，こ

れが「消費者実態調査」となるけれども，乙

のふたつの調査を，前身として受けついでい

る。したがって， I世帯経済調査」が実施さ

れるとともに I農家経済調賓j と「消費者

実態調査」はやめられた。

事業所についての統計

事業所についての統計は I事業所標本調

査J(指定統計第12号〉と「事業所基本調査」

(指定統計第15号〕である。

「事業所標本調査」 この調査は，

1957年企画統計局の発足とともに，全琉球の

5人以上の従業員をもっ事業所と全琉球標本

区の 5人未満の従業員をもっ事業所につい

て，事業についての統計を作成するためには

じめられた。そして， ζの「事業所標本調

査」は I勤労統計調査J I小売物価統計調

査JI工業統計調査Jによって構成されてい

る。 I勤労統計調査」は1956年からはじめら

れており， i小売物価統計調査」は1951年か

19) 14ベーゾを参照のこと。

らはじめられており， i事業所標本調査」が

はじまるとともに，これにまとめられた。ま

た， i工業統計調査」は1956年から統計部が

製造業について調査をはじめたものが則，

「事業所標本調査Jにまとめられた。また，

この標本調査に関連するものとして I法人

企業調査Jがある。これは， 1956年，統計部

が那覇市の法人企業について調査をはじめた

ものであるが， 1957年から企画統計局によっ

て全琉球に範囲が拡大されて実施されてい

る。 ζれらは，いずれも『沖縄統計月報』に

よって公表されている o

「事業所基本調査」 これは，事業所

についての実態を把握するためにおこなわれ

る調査で，企画統計局によって1958年からは

じめられた事業所センサスで， 1970年まで 3

年ごとに実施されている。よれは I事業所

基本調査報告」として公表ο

「主要企業経JEf分析」 ζれは，資本

金 2万ドノレ以上の企業について，金融検査庁

によって， 1965年からはじめられた。 w主要

企業経営分析』として年 1凹公表。また「個

人企業経済調査」は統計庁によっておこなわ

れており， ~ì中縄統計月報』で公表。

貿易と金融についての統計

「貿易金融統計」 ζれは，金融と為

替ペースによる貿易についての統計を金融検

査庁がまとめたもものである。 196C年からお

こなわれている。 1960年は毎月『貿易金融統

計』として公表。 1961年から 1969年までは

『貿易金融統計』として上期と下期にわけら

れて年2回公表。 1970年からは『金融年報J

m として公表。

20) I工業統計調査」には，さらにその前身がある。それは， 1949年から1954年ま亡のあい

だには，行政組織の内部資料によって，資料を作成していたようである。
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「資金循環表」 ζれについては， まれているので，ここに収録されているもの

1961年度より琉球銀行調査部が『金融経済』 が，すべて公式に利用できるものではないっ

(琉球銀行〉で公表している問。 それとともに，これに収録されてないものも

「貿易統計」 これについては，主税 あり，まだ内容はいくらか訂正されなければ

局によって1953年より毎月公表されている。 ならないと ζろがみうけられる。しかし，行

これは. 1953年までは『輸出入貨物統計月 政統計標題一覧表としては，これしかないの

報~. 1956年以降は『外国貿易月表』となっ で，利用度はたかい。

ている。また. 1958年 8月までは「ドノレ」と 『沖縄統計月報』 これは，統計庁の

「円」だてであるが. 1958年9月わらは「ド 公式な統計報告についての月刊定期刊行物で

ノレ」だてになっている。また W外国貿易年 ある問。 1951年 9月に創刊されたつしかし，

表』が1966年から月表をとりまとめて公表さ この刊行物の表題には変遷がみられる， 1951 

れている。 年 9月 (No.1)から1956年 7月 (No.24) 

までは『琉球統計報告~. 1956年 8月(:'-10.

主要二次統計書目 2めから1959年12月 (No.70)までは『統計

町中縄統計年鑑』 第 l回は1955/1956 月報~. 1960年 1月 (No.71)から1969年8

年報で，第11回(1966年版〕までは『琉球統 月 (No.171) までは「琉球統計月報~. 1969 

計年鑑』として刊行。第12回(1967年版)よ 年9月 (No. 172)からが wi中縄統計月報』

り『沖縄統計年鑑』となる。統計庁。 で，これが現在につづいている。このあいだ

n中縄要覧』 第 1回は1956年版で， に編集のしかたについても， 変遷がみられ

はじめは『琉球要覧』として琉球政府行政主 る。

席官房情報課から刊行。その後.1962年から 「金融経済』 これは，琉球銀行調査

1964牛ーまでは計画局. 1965年から総務局にう 部が刊行しているが，乙れにも変遷がある 3

つり. 1968守二!日記から Wi中縄要覧』となる o はじめは. 1951年 7月より『金融経済情報』

『沖縄の統計J これは，現在，琉球 として不定期で刊行されたが. 1953年 l月よ

政府で実施されている統計調査の標題一覧表 り月刊となり， ζ のときに『金融経済』とあ

である。統計庁より. 1966年と 1968年に刊行 らためられた。このあと. 1961年 4月より

されている。これにふくまれている標題は W琉銀ニュース』が月刊で刊行されることに

1968年版では 367であるが，これは行政統計 なり，このときから『金融経済』は季刊とな

としてであって，いわゆる経済統計ばかりで る。そして. W琉銀ニュース』には経済トピ

はない。また， ζ こに収録されているもの ックスについての専門的な解説や分析を，

は，原則として現在実施されているもので W金融経済』は統計資料を収録してきたっそ

廃止になったものはふくまれていない。ま の後 1971年 3月までで『琉銀ニュース』は

た，公表されないものや，部内資料までふく 『金融経済』に吸収合併され. 1971年 4月か

2]) W金融年報』は1970年に創刊された。これについては. 20ページを参照のこと。

22) その後 W琉球ニュース』で公表。

ゆ 月刊として定期に刊行されていることになっているけれども，かならずしも厳密に月刊

で刊行はされていない。また，最近では刊行のおくれがめだっている。
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ら『金融経済』が刊行されている u これに収 きわめて注目される。

録されている経済統計は政府統計の再録が多

いが，それ以外のものもある。また，経済分 むすび

析は，沖縄では唯一の民間によるものであっ ここでとりあげた沖縄の統計は， もちろ

て，きわめて注目される。 ん，主要なものだけであって，その全体にわ

『金融年報』 これは，金融検査庁が たるものではない。 1960年代にはいると，相

これまで『貿易金融統計』として刊行してた 当に体系化されてきているが，それ以前につ

ものを吸収して. 1970年に創刊した。この創 いては，あいまいなところがきわめて多い。

刊号には，これまでの「貿易金融統計」だけ 現地で，統計業務を担当しているひとびとに

ではなくて.i'l'絹の金融についての金融検宣 たずねてみてもあいまいであるし，現物もみ

庁の業務報告と，さらに，戦後沖縄の金融の あたらないものもかなりある。そして，たず

変遷について記録されているのが注目され ねてみたことをくみあわせ，さらに現物にあ

る そのためか金融の変遷H というサブ・ たってみると，確認されるよりも混乱すると

タイトノレが表紙にまでついている。第 2号は きがある。このような経験からすれば. 1950 

1971年に刊行される予定である。 年代の沖縄の統計は歴史のなかにはいってい

『沖縄経済の現状』 これは，いわゆ るようである。

る「経済白書」であるので，正確な意味での 不明のものもあるけれども， ζ こで意識的

統計二次書目にははいらないかもしれない にふれていないものもある。 Wi中縄の統計』

が，便宜上ふれてお〈 ζ とにする。これは， 国)には， とにかく 367タイトノレ収録されてい

1962年版からはじめられて，琉球政府百十両局 るのであるから， ζ こでとりあげられていな

でおこなわれていたが，その後行政組織の改 いものもあるのはあたりまえのことである

正によって企l'色|局でお ζなわれてきた山 u こ が，それ以外でもある。それは大きいものと

れは，その後，現在まで定期的に公表されて してはふたつである O ひとつは，米両氏政府

きているが. 1964年と1969年には， ζれにつ などで実施されたものである。 このなかに

いての作業が実施されていないので，したが は UnitedStates Civil Administration 

って刊行されていない問。 なお， ζの表題 。fthe Ryukyu Islands(USCAR)の WRyuー

は，はじめから「沖縄」というよとばを使つ わ四 hlalld，Facts Book~27) といったきわめ
ており，ほとんどのものが最近まで「琉球」 て重要なものもふ〈まれているが. USCAR 

という ζ とばを使っていたことからすれば， などによるものについては，不明のものも多

2.j) ζの『沖縄経済の現状』は政府の公式見解ではあるが， しかし，たとえば『経済白書』

のように閣議決定というような手続きでおこなってはいない。あくまでも企阿局長の権限

で発表されている。例外として. 1968年だけは琉球政府の局長会議にかけられている o

25) ，1964年にこの作業が実施されなかった理由はよくわからない。 1969年については，復帰

準備ということもあって「長期経済計両Jの作業が時間的にきびしいかたちであらわれ，

その作業が「沖縄経済の現状』の作業とおなじセグシマンでおこなわれたために，この年

にかぎって中止された。

2$ 19ベータを参照の ζと。

め 1962年創刊. 1964年の欠刊をのぞいて年 1巨i発刊されている。
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れも，ここではとりあげなかった。

ζ こに報告したもののなかにも，さらに検

討すればあやまりのものがあるかもしれない

が，それは，またあらためて報告させていた

だきたい制。

いので， ζれは， ζれだけでまとめて，あら

ためてとりあげることにしよう。もうひとつ

は，日本で刊行される沖縄についての文献目

録もいくつかあり，このなかにも沖縄の統計

についてふれているものもあるけれども，こ

28) この沖縄の経済統計についてわれわれの報告としては，次のものがある。 I戦後沖縄の

経済統計(1)j IF地域研究JI (鹿児島経済大学地域経済研究所). 昭和46年12月。 I戦後沖
縄の経済統計(2)j IF前掲誌』昭和47年 6月。高橋良宣『沖縄の経済統計JI (鹿児島経済大

学地域経済研究所 i研究報告7l0lj).昭和46年。野村陸仁町中縄の指定統計調査JI (鹿

児島経済大学地域経済研究所 I研究報告7l03J).昭和46年。野元健作『沖縄統計月報の

変遷と目録JI (鹿児島経済大学地域経済研究所. I研究報告7l05J). 昭和47年。
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